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ＪＲ産業に集う 
すべての仲間の 
ＪＲ連合への 
総結集を！！ 

2023年度 
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２０２４年４月１日 日本鉄道労働組合連合会 

建設業「2024年問題」電力総連との共同行動第３弾‼ 
立憲民主党に対し実効性ある改正法の運用求める 
ＪＲ連合は３月 21日、電力総連との共

同行動第３弾として、立憲民主党に対し

「建設業における時間外労働の上限規制

（2024年問題）に関する要請」を行った。 

ＪＲ連合からは荻山市朗会長、政所大祐

事務局長、相良夏樹組織・政治局長、住吉

一家労働政策局長が参加し、電力総連から

は壬生守也会長、大森勇会長代理、玉島一

吉政治渉外局長、金澤崇電工部会事務局長

が参加した。 

立憲民主党からは、企業・団体交流委員長の大島敦衆議院議員、ＪＲ連合「国会議員

懇談会」に所属する森本しんじ参議院議員、ＪＲ連合「21世紀の鉄道を考える議員フォ

ーラム」に所属し、衆議院国土交通委員会で理事を務める城井崇衆議院議員、同じく議

員フォーラムに所属する近藤昭一衆議院議員、山岡達丸衆議院議員、村田享子参議院議

員が要請に応じた。 

冒頭、この間の要請と同様に、両産別会長から

「建設業には鉄道の保守や工事に携わる企業も関

係しており、標準労務費の勧告については、鉄道

の特殊性も組み込んで欲しい。また、発注者のコ

スト負担が増すことから適正な価格転嫁が必要で

あり、運賃制度について、より柔軟な対応ができ

るように見直しを図って欲しい」（荻山会長）、

「電気工事は建設工事の終盤工程となるため、前

工程の遅れのしわ寄せを受けて工期がひっ迫し、

残業が増えて長時間労働となるなど、若い人に魅力がない。適正工期の確保に実効性を

持たせて欲しい」（壬生会長）との旨を要望した。 

これを受けて大島委員長からは、「国交部門での具体的な対応も含めてしっかり取り

組んでいく」旨の回答があり、出席の議員からも

それぞれ、「適正契約や価格転嫁に関する新たな

ルールが現場に行き届くよう取り組む。法案審議

は５月の連休前後になる見込み。参考人質疑等も

検討したい」（城井議員）、「価格転嫁は重要な

観点。電力・ＪＲという基幹インフラの人財確保

は重要な課題だ」（森本議員）、「実効性担保に

行政監視が重要との指摘があるが、具体的な部分

を教えて欲しい」（山岡議員）といったコメント

があり、活発な意見交換となった。 

城井議員より、建設業法改正案の審議入りは今月の後半以降となる見込みであると明

らかにされたことから、ＪＲ連合は、改正法の実効性担保に必要となる具体的な課題等

について再精査し、改めて関係国会議員との連携を図っていく。 


